
 

 

 

「組織等の概要、取組の特徴」及び「意見・要望」 

 

ふりがな 

法人名 

ほっかいどうじょせいのうぎょうしゃ 

北海道女性農業者ネットワーク「きたひとネット」 

ふりがな 

氏名（肩書き） 

ナカムラユミコ 

中村由美子（会員） 

所在地 北海道千歳市駒里 2280-2 

経営の概要 中村の経営 

 酪農 総頭数 60頭 経営面積 26ha 

任意団体「きたひとネット」北海道全域で活動する女性農業者・支援者・賛

同者で構成、20歳代～70歳代という多世代で構成される。 

 

取組の特徴 自らの属する農業経営に参画するとともに、地域社会や農業団体の

中でも積極的に力を発揮し、行動する。 

特に決定権を持つ場に主体的に参画し、未来の農業と後継者の育成

に努める。 

そのために、日常の活動とともに学びあうことを大切にする。 

活動のパートナーとして北海道大学農学部の支援を受けている。 

 

 

 

今後の展開 日本の農業が国民の食の安全・安心の基本であることを旨として学

び活動する。 

なかなか繫がりの持てない若手の農業者へアクセスし、活動の幅を

広げる。 

 

意見・要望 ＊旧基本法時代からの「自給率の向上」が達成できないことの原因を明ら

かにし、WTO~TPPなどによる輸入自由化への対応政策の検証をすべきと考

える。 

＊主要国における国民一人当たりの農業予算（農水省「主要国の農業関連

主要指標」）を見ると日本の国民一人当たり農業予算は韓国の１／3、ア

メリカ・フランスの半分に過ぎない。国民の所得が低迷する中でさらに農

業者の労賃評価は過去に例がないほど落ち込んでいると思われる。価格を

市場にゆだねる政策では再生産不可能なうえ、困窮する人々に日本の食を

届けられない。消費者の食品アクセス可能な価格形成とコスト高に見合う

農業所得を補償する直接支払制度が必要。 

資料４ 



 

 

＊女性農業者の地位向上や農業者としての社会参画をしていくために、

「経営者」を経営内 1名に固定せず、認定農業者の共同申請により女性や

青年があらゆる組織の中で、活躍できるよう勧めていただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 



「組織等の概要、取組の特徴」及び「意見・要望」

ふりがな

法人名

（ゆうげんかいしゃ）もうようのうさん

農業生産法人  （有限会社） 毛陽農産

ふりがな

氏名（肩書き）

あずまい はじめ

東井 源 （代表取締役社長）

所在地 北海道岩見沢市毛陽町 136-2 

経営の概要 経営面積：８６ｈａ（水稲：46ｈａ、小麦：14ｈａ、大豆：5ｈａ、甜菜：

3.9ｈａ、飼料用子実コーン：3.4ｈａ、飼料米：6.6ｈａ、そば：7.1ｈ

ａ）

農作業受託（水稲：防除、刈取調整、出荷）６５ｈａ

構成員 ：５名（取締役）

従業員数：４名（正社員）・農繁期雇用延べ１８０人

＊酒造好適米「彗星」を作付け：建設会社、金融機関との連携で職員と田植

えや稲刈りツアーを実施しその米で酒造会社と委託製造し、都市と農村の

交流を深めている。

取組の特徴 中山間地域にあり、構成員の経営をそのまま残し、平成１２年に当社を設立

し取締役 5 名の戸々の経営を安定させることと、耕作放棄農地出さないこ

とを目的とし、そのことにより担い手を確保し、活気ある地域社会を目指

し、町会のあらゆる行事の中心的役割を担っている。

（共同の農産物直売店の運営、共同精米施設の維持管理、紅葉まつりの参加

協力、中山間事業への参加、基盤整備事業への参加と農地の集積、構成員

の労働力の応援等）

正社員５名の平均年齢３１歳 （冬季間にまとめた有給休暇）

良食味米産地として消費者への直接販売（共同直売店、近隣ホテル、他）

今後の展開 転作面積を有効に活用し、計画的な輪作体制と新たな作物の導入を図り、労

働力の分散を図る。（空知型輪作）

すでに導入しているものもありますが、ICTの利活用を積極的に進める。

生産コストの削減と、作付け計画による労働力配分の検討。

意見・要望 国内農業の安定的かつ持続性のある農業を基本に、過去の取り組みから反省

をしっかり見つめて考えて頂きたい。

それらをいくつか上げさせてもらえば、＊自給率がこの２０年間何も変わっ

ていないのはなぜか？ ＊農業者が減り、高齢化が進み担い手が育っていな

いのはなぜか？ ＊農業経営に占める生産費が肥料・燃料を中心に高騰する

中、生産物価格に転嫁できないシステムとはどうしてか？ 我が国の現在の

食料事情は欲しいものが身近に手に入りやすい中で、国民的コンセンサスを

得るにはもっと若い世代からの食料の大切さを教育現場と教育者に指導する

必要があるのではないか？他…、その中で食糧の安全保障を実行するには、

これらの課題が政策的に着実に実行できなければならないのではないか。

その為にも、価格保障と所得補償の課題をしっかり議論願いたい。

食品の安全について、一例を上げさせて頂ければ、人工甘味料数多く種類が

あり、ものによっては砂糖の数百倍～数万倍と聞きました、国民の健康にと

ってきわめて心配されます。自国で賄える農産物は、その面からも考えてほ

しいものです。価格や効率で比較する問題ではないはずです。

今こそ、国民の食料も農業者も農地も、手遅れにならないうちに守ってお

くべきです。
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「組織等の概要、取組の特徴」及び「意見・要望」 

 

ふりがな 

法人名 

ほっかいどうのうぎょうきょうどうくみあいちゅうおうかい 

北海道農業協同組合中央会 

ふりがな 

氏名（肩書き） 

たるい  いさお だいひょうりじかいちょう 

樽 井  功 （代表理事会長） 

所在地 北海道札幌市 

経営の概要 [予 算]R5 年度一般会計の予算総額 25.0 億円(収益・費用とも） 

[職員数]総合職 114 人、一般職 21 人の計 135 人(R5年 4 月 1 日現在) 

[事業所]本所（札幌市中央区北４条西１丁目１番地北農ビル 10 階）、 

東京事務所、札幌支所、岩見沢支所、旭川支所、北見支所、 

帯広支所、根釧支所 

取組の特徴  

○ ＪＡ北海道中央会（正式名称：北海道農業協同組合中央会）は、北海道のＪＡ

および連合会（ＪＡ北海道信連・ホクレン・ＪＡ北海道厚生連・ＪＡ共済連北海

道）を会員とし、会員の健全な発達を図ることを目的とし設立され、農協法に基

づく農業協同組合連合会として位置づけられている団体です。 

○ 私たちは北海道農業の未来を豊かにするため、「農業政策の立案・折衝【農政事

業】」、「ＪＡの経営相談、農業の担い手の確保・育成支援【相談支援事業】」、「消

費者の皆さんへの情報発信【広報事業】」など、常に『農業者のために』を第一に

ＪＡグループ北海道の一員として一人ひとりが全力で業務に取り組んでいます。 

○ そのため、「協同組合原則」「ＪＡ綱領」を基本理念に据え、以下のとおり基本

使命を掲げ、①相談支援機能、②総合調整機能、③代表機能の３つの機能を発揮

することで協同の成果の最大化を追求しています。 

 

＜基本使命＞ 

ＪＡグループ北海道の結集軸となる組織に相応しいリーダーシップ（＝機能）の発揮

を通じて会員をサポートし、持続可能な北海道農業・地域社会及びＪＡ経営の確立に貢

献します。 

 

 

今後の展開 ○ 令和４年３月策定の第５次中期計画の事業実施方針では、農政事業を重点事業

と位置付けるとともに、相談支援事業、広報事業を基幹事業に位置付け、引き続

き日々の業務に取り組んでまいります。 
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＜事業実施方針＞ 

（1）農政事業 

■ＪＡグループ北海道における将来ビジョンの実現に向けた中央会の普遍的な事業とし

て、代表機能・総合調整機能の発揮により、生産現場では完結できない課題を解決し、

その実現を目指す。 

（２）相談支援事業 

■「実務課題への相談」と「個別課題への支援」の２領域で展開しており、令和４年度以

降、今後、益々多様化・高度化することが想定されるＪＡ・生産現場の課題に対して、

限られた経営資源をフル活用して中央会が貢献していくために、事業領域の明確化と職

員の育成方針について検討する。 

■監査関連の受託事業として、ＪＡとの個別契約による内部監査の受託、監査代替的調査

を実施する。 

（３）情報発信事業 

■効率的・効果的に情報を発信・伝達するために、ＪＡ・連合会を代表・総合調整して共

通広報を実施することで、ＪＡグループ北海道における統一窓口機能を担うほか、ＪＡ

の認知度向上やＪＡブランドのイメージ強化を図る。 

■農政事業や相談支援事業を展開するうえで必要な広報（事業広報）に取り組み、ＪＡや

生産現場のニーズに応える。 

 

 

意見・要望  

○ ＪＡグループ北海道は、コロナ、ウクライナ情勢、SDGｓの意識の高まり等の急

激な環境や情勢変化を踏まえ、昨年 12 月「食料安全保障の強化と持続可能な北海

道農業の確立に向けた展開方向」を策定し、需要が期待される食料・自給飼料な

どの安定生産・供給と、農業における環境負荷軽減の両立を図る方針を決定して

いる。 

○ 食料安全保障の強化と持続可能な北海道農業の展開に向けては、生産現場の行

動変容とそれを実現するための国などによる力強い生産支援が必要であり、予算

の確保を含めて、政策提案内容の実現に向けて農政運動を展開している。 

○ 食料・農業・農村基本法の見直し並びに施策の具体化に向けては、以下の５点

についてお願いしたい。 

 

１．中長期的な食料・飼料生産の方向性の明確化 

○ 食料安全保障の強化や近年の異常気象、大雨災害にかんがみ、水田の持つ湛水

機能の発揮の観点、適地適作、多面的機能の維持等に向けて、わが国に必要な農

地ならびに水田利用、食料・飼料生産の中長期的な方向性について、国とＪＡグ

ループが一体となって検討を進める、今回の食料・農業・農村基本法の見直しの

中で、国から生産現場に対して明確な方向性を示していただきたい。 
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２．生産した農畜産物を確実に消費する仕組みの確立 

○ 世界的な食料供給が不安定化し、海外産の農産物や資材等への依存が高まって

いる。国内供給向けはもとより、国産備蓄や輸出分も含めた国内生産の拡大に資

する施策を推進する必要がある。 

○ その際、生産者は、需要に応じた農畜産物の生産に取り組むが、豊凶変動や予

期せぬ需要の減少を生産現場や市場原理だけに委ねることは生産基盤の棄損に繋

がりかねない。 

○ 食料安全保障の確立に向けて、生産した農畜産物を、国が関与した中で、確実

に消費する仕組みの確立いただきたい。 

 

３.消費者・事業者の理解醸成と再生産可能となる適正な価格形成の実現 

○ 世界情勢の不安定化や国際的な生産資材の需給逼迫に加え、円安の進行等も相

まって、飼料や肥料、燃油といった営農に必要不可欠な生産資材価格の高騰によ

り北海道農業の生産基盤の維持・存続が危機的な状況にあることから、より一層、

国が関与した中で、消費者・事業者の理解醸成を図りながら、再生産可能な農業

所得の安定確保に資する適正な価格形成を実現するための仕組みを早急に構築い

ただきたい。 

 

４.農業者の経営安定対策の確立 

○ 価格転嫁による適正な価格形成を実現できない品目も想定される。 

〇 また、今後、肥料、飼料だけでなく、2024 年問題の影響等による物流コスト等

の生産コストの上昇も想定される。 

○ 以上を踏まえ、農業者の経営を守るためにも、食料安全保障の強化に資する経

営安定対策の確立をお願いしたい。 

 

５.基本計画の検証結果等を踏まえた食料・農業・農村基本計画の策定 

○ 今後、新たな基本法のもとで、食料・農業・農村基本計画の見直しも想定され

ているが、過去５回の基本計画の検証結果等を踏まえ、真に食料安全保障の強化

に資する基本計画への見直しをお願いしたい。 

 



 

 

 

 

「組織等の概要、取組の特徴」及び「意見・要望」 

 

ふりがな 

法人名 

ほっかいどうゆうきのうぎょうきょうどうくみあい 

北海道有機農業協同組合 

ふりがな 

氏名（肩書き） 

しょうじ たけお 

小路 健男 （代表理事組合長） 

所在地 札幌市東区東雁来５条１丁目 2-10 

経営の概要 ・取扱高 約４億円 （卸販売８割 直接販売２割） 

・組合員数 正組合員 ５６名  准組合員 ５００名 

・有機 JAS認定農地 約４００h  a※正組合員約７割が新規就農者 

・職員数 ４名 パート雇用約１５名 

取組の特徴 ・正組合員は有機 JAS取得農家限定 有機専門農協 

・再生産可能価格での取引 

・直接販売として宅配事業を展開「農家は食卓を、消費者は畑を食べ支える」

を掲げ内部循環を進める。 

・女性中心の組合員活動 

（アグリサポート・料理教室・マルシェ・環境等学習会など企画し実行） 

・新規就農者・有機転換農家への就農支援、生産技術支援、販売支援 

今後の展開 ・6次産業化（加工事業との連携） 

・みどり戦略の推進に合わせて新規・転換農家に対するサポート・支援 

（卸部門・宅配事業の拡大し販路確保） 

・特に都市部など生産者が少ない学校給食への有機農産物提供 

意見・要望 1，食料安全保障（食料生産に不可欠な肥料・種子・飼料・燃料のゆるぎ

ない確保に向け、輸入依存から国内自給への転換を強く打ち出し、具体

的な施策に予算措置し実行する体制を作る）※有機肥料・堆肥での食料

・飼料の安定生産は可能 食料安保の視点からも有機農業推進を明記 

2，環境との調和（環境負荷低減に資する農業であり、共生を軸とする有

機農業への転換は持続可能な環境と食料生産に不可欠である。中・長期

的戦略で有機農業への大転換を進めることを基本法にも明記 

3，持続可能な農業・農村（持続可能生産方法である有機農業を軸とした

町つくりは移住人口も呼び豊かな農村を形成する。また、農地集約化が

難しい地域は兼業農家、半農半 Xなど多様な経営体を許容し農地の維持

に努めることが農村の維持・発展にもつながる。このことは将来的な備

えとしての食料安保に寄与する。多様な経営体の維持・育成を明記 

 



 

 

 

「組織等の概要、取組の特徴」及び「意見・要望」 

 

ふりがな 

法人名 

かぶしきがいしゃせこま 

株式会社セコマ 

ふりがな 

氏名（肩書き） 

ささき たけとも 

佐々木 威知（執行役員 渉外部 部長） 

所在地 札幌市中央区南 9条西 5丁目 421番地 

経営の概要 北海道内を中心に展開する食のサプライチェーンをマネジメントする事業持

ち株会社。事業規模は農業（営農地 7ヵ所 120ha）、食品製造（21工場）、

卸・物流（物流センター北海道 13 ヵ所、関東 3 ヵ所）、小売（道内 1,141

店※6月末、道内 CVS最多）となっており、小売規模で約 2千億円。 

取組の特徴 道内に独自に構築した物流網を背景に、179 市町村中 175 市町村に

店舗を展開し、人口カバー率が 98％に達する。地域からの要請に

応えた出店にも取り組んでおり、無店舗地域では食のライフライ

ン的な役割を担っている。また、全道各地に食品工場を配置し、

地域産品を活用した商品を製造すると同時に、地方での雇用を創

出している。 

今後の展開 地域に密着した経営をより深化させ、自治体や企業、生産者とのつ

ながりを広げていく。地域産品を活用した Secomaブランド商品は、

グループ小売だけでなく、道外のチェーン小売・飲食に供給を広げ、

地域のブランド認知度向上や経済に貢献していく。 

物流では配送が困難なエリアへの卸事業や共同配送に取り組み、食

品供給における小売以外の役割も徐々に広げていきたい。 

意見・要望 ・北海道の生産空間への供給、生産空間からの集荷において、遅れている

高規格道路の建設推進、大型車の利用料金引き下げなどの対策をお願い

したい。 

・北海道における貨物の自動運転の実験を促進し、実用化に向けて取り組

んでほしい。 

・農業者高齢化による離農する農地の有効活用を促進するため、民間企業

の農業参入障壁の緩和してほしい（農地法における議決権）。 

・国産、地域産品活用におけるインセンティブ制度づくりを検討して頂き

たい。食糧自給、食糧安保の視点でも重要と考える。 

 ⇒作ることへの補助から使うことの促進へ 
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ふりがな 

法人名 

せいかつきょうどうくみあい こーぷさっぽろ 

生活協同組合コープさっぽろ 

ふりがな 

氏名（肩書き） 

おがたえみ 

緒方恵美（組織本部 広報部 部長） 

所在地 札幌市西区発寒 11条 5丁目 10-1 

経営の概要 組合員数 198万人 

総事業高 3,140億円 

出資金額 837億円 

店舗 108店舗 

宅配 41センター 10デポ 

移動販売車 95台（134市町村） 

職員数 14,743人 

取組の特徴 ・北海道の生活協同組合 

人と人、人と食、人と未来をつなぐため「北海道の生活インフラ」とし

て事業と社会貢献活動を推進している。 

・組合員 198万人は、北海道の世帯数 247世帯の約 80％のシェア 

・小売事業（店舗・宅配）などを軸に、エネルギー、トラベル、葬儀事

業、食品工場、物流センターなど関連会社を含めると幅広い事業を展開

している。 

・また、北海道の農業を応援する「コープさっぽろ農業賞」を企画実施

して、生産者を支援している。 

・各店舗では「ご近所野菜」というコーナーを設置。少ない生産量の野

菜などを生産者自ら価格設定して棚に置く取り組みを実施。 

・「畑でレストラン」というイベントは、農業賞受賞生産者の畑で 1 日

限りのフルコースレストランを開催。一般組合員さんと生産者とシェフ

をつなぐ企画を年 10数回実施。今年で 11年目となる。 

 

今後の展開 ・今年度、組合員 200万人を突破する可能性が高い。より一層、地

域での買物困難や子育て支援、環境への取り組みなど、北海道の

生活をよりよくするための事業を推進していく。 

 

意見・要望 ・消費者が、「農業や生産物を知る機会」をもっと貪欲に作っていけれ

ばと思う。私たちとしても、支援継続していくが、各方面でそのような

ことを実施するための支援施策があると良いのではないか？ 
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ふりがな 

法人名 北 海 道
ほっかいどう

ふりがな 

氏名（肩書き） 水戸部
み と べ

 裕
ゆたか

（ 北 海 道
ほっかいどう

農政
のうせい

部長
ぶちょう

） 

所在地 北海道札幌市 

経営の概要 

農業の特徴 ○ 本道は、豊かな自然と全国の４分の１を占める114万haの広大な農

地を活かし、稲作、畑作、酪農など土地利用型農業を中心に展開。 

  １農業経営体当たり経営耕地面積は、都道府県の14.4倍に当たる

33.1ha、販売農家に占める主業農家の割合は75.2％と、大規模で専業

的な経営が主体。 

令和３年（2021年）の農業産出額は、1兆3,108億円で、全国の14.8

％を占め、令和２年（2020年）の北海道の食料自給率は217％と、我

が国における食料の安定供給に重要な役割を発揮。 

○ 本道の農業・農村は、国土の保全や美しい農村景観を形成し国民生

活に豊かさと潤いをもたらすとともに、食品加工業や観光業など幅広

い産業と結び付き、地域経済の活性化や雇用の確保に大きく貢献。 

今後の展開 

意見・要望 ○ 今回示された、中間取りまとめの考え方については、北海道がこれ

まで、農業団体などと一体となって取り組んできた政策の方向と一致

しており、本道が、引き続き、我が国最大の食料供給地域としての役

割を果たしていくことができる内容となっている。 

○ また、本道農業・農村にとって大切な農業生産を担う「担い手」と、

その担い手を支える「多様な人材」、加えて、地域に暮らす「農業・

農村の守り手」それぞれについて、対象や目的を明確にした上で政策

的に光を当てるなど、本道農業・農村の実情に即した実効ある施策に

より後押ししていただくことで、本道が持つ潜在能力を大いに発揮

し、我が国の食料安全保障の強化などに最大限貢献していくことがで

きると考えている。 

・別紙資料添付
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